
                                  2021 年 ９ 月 10 日

中国 電 力株 式 会社 代 理人 末国 陽 夫様

                    上関 原 発を 建 てさ せ ない 祝 島島 民 の会

                                代表 清水 敏保

      令 和 3 年 8 月 27 日 付 け 文 書 へ の 反論 書 及 び 説 明 要求 書

貴職 らが 令和 3 年 8 月 27 日 付け で送 付 さ れた 文書(以 下 、「8.27 文書 」とい う)に つ

いて 、下 記の とお り 、反 論す ると と もに 説 明を 要求 いた しま す 。

記

8.27 文書 は、 当会 が 2021 年 7 月 15 日 付け で中 国電 力に 送 った 「『調 査場 所付 近

にお られ る皆 様へ 』 への 反論 」を 理 解し な いま ま出 され てい ま す。

以下 、「『 調査 場所 付 近に おら れる 皆 様へ 』 への 反論 」を 敷衍 し て説 明し ます 。

１． 埋 立 の手 続 き

公 有水 面埋 立法 は 、埋 立事 業者 が埋 立 免 許を 得て もそ れに よ って 直ち に埋 立 事業 に 着

工で きる もの では な く、着工 する には 埋 立 施行 区域 内の 水面 権 者へ の損 失補 償 等が 必 要

で ある 旨 規 定 して い ま す(第 ８ 条)。埋 立 事 業 に伴 っ て 損 失が 生 じ る 場合 、 損 失 補償 な し

に埋 立事 業を 実施 す れば 憲法 29 条 違反 に なる から です 。

そ のた め、埋立 事 業者 は、埋立 施行 区 域 内の 財産 権の 権利 者 と補 償契 約を 結 び、補 償

を支 払っ たう えで 埋 立事 業に 着手 す るこ と にな って いま す。

２． ボー リン グ調 査 の手 続き

ボ ーリ ング 調査 は 埋立 事業 では あ りま せ んか ら、公有 水面 埋 立法 は適 用に なり ま せ ん。

した がっ て、 事業 者 が埋 立免 許を 得 るこ と もあ りま せん 。

ボ ーリ ング 調査 は 、「 一般 海域 の 利用 に関 する 条例 」 1に基づ く占 用 許可 を得 て行 な わ

れる こと にな って い ます 。そ して 、ボ ー リ ング 調査 に伴 って 損 失が 生じ る場 合 には 、埋

立の 場合 と同 様、 損 失補 償を 支払 わ なけ れ ばな りま せん 。 2

し たが って 、ボ ー リン グ調 査の 場 合に も 、事 業者 は、調査 施 行区 域内 の財 産権 の 権 利

者と 補償 契約 を結 び 、補 償を 支払 っ たう え で調 査に 着手 しな け れば なり ませ ん 。

３． 平成 26 年 6 月 11 日審 尋調 書 記載 の 和解 条項 の内 容

中国 電力 と祝 島漁 民 との 和解 の内 容 を記 し た山 口地 裁平 成 26 年 6 月 11 日審尋 調 書

に記 され てい る和 解 条項(以 下 、「 平成 26 年 和解 条項 」と いう)に は、次 のと おり 記さ れ

てい ます 。

2.申 立 人 らと被 申 立 人 は 、被 申 立 人 が、本 件 公 有 水 面 につき、有 効 な公 有 水 面 埋 立 法 による

1 山口県では「 一般海 域の利用に関 する条例 」 (山口 県条例第 三号 )

2 占用及び工作物の設置によって損失を受ける者があるときは、許可を受けた者に損失補償を行なう

ことが一般海域占用許可書 で義務づけられている。



免 許 に基 づき、適 法 に埋 立 てに関 す る工 事 を 再 開 したときは、申 立 人 らが被 申 立 人 に対 し、本

件 仮 処 分 決 定 主 文 第 1 項 の不 作 為 義 務 を負 うことを確 認 する。 3

４． 平 成 26 年 和 解 条項 は 本 件ボ ー リン グ 調査 に 適 用さ れ な い

平成 26 年和 解 条項 に記 され てい る よう に、中国 電力 が 、「有 効な 公有 水 面埋 立法 によ

る免 許に 基づ き、適 法に 埋立 てに 関 する 工 事を 再開 した とき
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

」は
．．

、祝島 漁民 は中 国 電 力

に対 し上 記不 作為 義 務を 負い ます 。

し かし 、本 件ボ ー リン グ調 査は 、埋 立 免 許に 基づ く行 為で は なく 、一 般海 域 占用 許 可

に基 づく 行為 です 。この 点 だけ から も 、本 件ボ ーリ ング 調査 に 対し て 、祝 島漁 民が 、平

成 26 年和解 条 項に 基づ く不 作為 義 務を 負 わな いこ とは 明ら か です 。

そ のう え、２に 記 した よう に、適法 な ボ ーリ ング 調査 を実 施 する には 、調 査 施行 区 域

内の 財産 権の 権利 者 と補 償契 約を 結 び 、補 償を 支払 うこ とが 必 要で すが 、本件 ボ ーリ ン

グ調 査で は補 償が 一 切な され てい ま せん か ら、祝島 漁民 の権 利 を侵 害す る違 法な ボ ー リ

ング 調査 にな って い ます 。

埋 立で あれ 、調 査 であ れ、違法 な行 為 に 対し て、祝島 漁民 が 不作 為義 務を 負 うは ず が

あり ませ ん。

５． 貴 職 らへ の 説 明要 求

以 上の １～ ４を ふ まえ ても 、な お貴 職ら が「平成 26 年 和解 条項 に基 づ く不 作為 義務 」

を主 張さ れる なら ば 、次 の① 、② に つい て 説明 され るこ とを 要 求い たし ます 。

①ボー リング調 査 が 何 故 「 有 効 な公 有 水 面 埋 立 法 による免 許 に基 づく工 事 」 にあたるのか 。

②損 失 補 償 が 支 払 われていないボーリング調 査 が何 故 適 法 な 行 為 と言 えるのか 。

ま た 、中 国電 力 上関 原子 力発 電所 準 備事 務所 大瀬 戸聰 所長「 漁 業補 償等 に関 す るご 質

問に つい て(ご回 答)(2019 年 12 月 10 日 付け)」 に対 する 反 論書 「漁 業補 償等 に 係る

ご回 答に つい ての 反 論及 び質 問(2019 年 12 月 16 日 付け)」に おい て列 挙し た 質問 ①

～⑧ につ いて も大 瀬 戸所 長か らい ま だに 説 明が あり ませ んの で 、中 国電 力の 代理 人 た る

貴職 らが 説明 され る こと を要 求い た しま す 。

上 記① 、② 及び「 漁業 補償 等に 係る ご 回 答に つい ての 反論 及 び質 問」にお け る質 問 ①

～⑧ につ いて 納得 い く説 明が なさ れ ない 限 り、私た ちは 、慣 習 上の 権利（自 由漁 業 の 権

利） を行 使し 続け る こと をこ こに お 知ら せ いた しま す。

さら には 、私 たち の慣 習 上の 権利 を損 失 補 償な しに 侵害 して い る中 国電 力の 行 為が 今

後も 続く なら ば、中 国電 力を 威力 業務 妨 害 罪で 訴え る可 能性 も ある こと をも 予 めお 知 ら

せし てお きま す。

                               以 上

3 本件仮処分決定第 1 項の不作為義 務とは、中国 電力の埋立施行区域内水面の使用を妨げる

行為を行なわない義務のことである。


